
ふくおか県産材家づくり推進助成金交付要綱 

 

（交付の目的） 

 第１条 ふくおか県産材家づくり推進助成金（以下「助成金」という。）は、住宅分野におい

て更なる県産木材の利用を促進し、耐久性や省エネルギー性等に優れ、新しい生活様式に対

応した良質な住宅ストックを形成し、よって県内林業の保護・育成と住宅建設事業者の技術

力向上を図ることを目的とする。 

 

（通則） 

第２条  助成金の交付については、予算の範囲内において交付するものとし、福岡県補助金等

交付規則（昭和３３年福岡県規則第５号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、こ

の要綱の定めるところによる。 

 

（助成対象住宅等） 

第３条  助成の対象となる住宅（以下「助成対象住宅」という。）は、別表の助成基準に適合し

た新築木造住宅とする。 

２ 助成の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、助成対象住宅の建設又は購入

に要する経費とする。ただし、助成対象経費について、他の公的制度による同趣旨の助成を

受けている場合は、助成の対象としない。 

 

（助成対象者） 

第４条  助成の対象となる者（以下「助成対象者」という。）は、自ら居住するために、福岡県

内において助成対象住宅の建設又は購入（人の居住の用に供したことのないものに限る。）

をする者とする。ただし、次の各号に掲げる者は、助成の対象としない。 

（１）規則第４条の２第１号に規定する暴力団員 

（２）規則第４条の２第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

 

（助成金の額） 

第５条  助成金の額は、別表の助成区分に応じた助成金額欄の額とする。 

 

（注文住宅） 

第６条  助成対象者で注文住宅について助成を受けようとする者は、工事着工前に、ふくおか

県産材家づくり推進助成金交付対象者認定申請書（様式第１号）を知事に提出し、認定を受

けなければならない。 

２ 知事は、前項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適正であると認めると

きは、認定を行い、ふくおか県産材家づくり推進助成金交付対象者認定通知書（様式第２号）

により当該助成対象者に通知するものとする。 

３ 知事は、前項の認定後、当該助成対象者が前条各号に掲げる者であることが明らかになっ

た場合は、その認定を取り消すものとする。 

 

（建売住宅） 

第７条 建売住宅を建設する者（以下「事業主」という。）は、工事着工前に、ふくおか県産材

家づくり住宅建設承認申請書（様式第３号）を知事に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 知事は、前項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適正であると認めると

きは、承認を行い、ふくおか県産材家づくり住宅建設承認通知書（様式第４号）により、当

該事業主に通知するものとする。 

３ 前項の規定に基づき承認する建売住宅の総数は、予算の範囲内で募集する予定戸数の４分

の１以下とする。 



４ 第１項の承認を受けた事業主は、工事竣工後に、ふくおか県産材家づくり住宅竣工確認申

請書（様式第５号）を知事に提出し、確認を受けなければならない。 

５ 知事は、前項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適正であると認めると

きは、確認を行い、ふくおか県産材家づくり住宅竣工確認通知書（様式第６号）により、事

業主に通知するものとする。 

６ 第１項の承認及び第４項の確認については、第２項及び前項の通知があった年度内に第 

１０条の交付決定が行われない場合は、その効力は消滅する。 

 

（資格喪失届） 

第８条  第６条第１項の認定を受けた者は、認定後に助成対象者の要件を満たさなくなったと

き又は助成対象住宅が別表の助成基準に適合しないことが判明したときは、速やかにふくお

か県産材家づくり推進助成金資格喪失届（様式第７号）を知事に提出しなければならない。 

２ 第７条第１項の承認又は同条第４項の確認を受けた事業主は、承認又は確認のあった住

宅が別表の助成基準に適合しないことが判明したときは、速やかにふくおか県産材家づく

り推進助成金資格喪失届（様式第７号）を知事に提出しなければならない。 

 

（助成金の交付申請） 

第９条 第６条第１項の認定を受けた者及び第７条第４項の確認があった住宅の購入者は、住

宅の竣工後及び購入後に、助成金の交付を受けようとするときは、ふくおか県産材家づくり

推進助成金交付申請書（様式第８号）により、知事に申請しなければならない。 

 

（助成金の交付決定） 

第１０条 知事は、前条の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適正であると認

めるときは、交付決定（助成金の額の確定を兼ねる。）を行い、ふくおか県産材家づくり推

進助成金交付決定（額の確定）通知書（様式第９号）により、当該申請者に通知するものと

する。 

 

（報告及び調査） 

第１１条 知事は、助成金の交付等について必要があるときは、交付予定者に対して報告を求

め、当該申請に係る書類その他必要な物件を調査し、又は必要な事項を指示することができ

る。 

 

附 則 

この要綱は、平成１５年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成

金交付要綱の規定は、平成１５年度から平成１７年度までの助成金に対し適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成

金交付要綱の規定は、平成１８年度から平成２０年度までの助成金に対し適用する。 

 

（経過措置） 

  この要綱の施行の際、現に福岡県快適な住まいづくり推進助成金交付要綱（平成１５年４

月１日施行）第５条の規定に基づいて助成対象者の認定を受けているものにあっては、改正

後の福岡県快適な住まいづくり推進助成金交付要綱第５条の認定受けたものとみなす。 

 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成

金交付要綱の規定は、平成１９年度から平成２０年度までの助成金について適用する。 



 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成

金交付要綱の規定は、平成２０年度の助成金について適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成

金交付要綱の規定は、平成２１年度から平成２３年度までの助成金について適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成

金交付要綱の規定は、平成２２年度から平成２３年度までの助成金について適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年６月１８日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助

成金交付要綱の規定は、平成２２年度から平成２３年度までの助成金について適用する。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成

金交付要綱の規定は、平成２３年度の助成金について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成

金交付要綱の規定は、平成２４年度から平成２６年度の助成金について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成

金交付要綱の規定は、平成２５年度から平成２６年度の助成金について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２５年８月２９日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助

成金交付要綱の規定は、平成２５年度から平成２６年度の助成金について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成

金交付要綱の規定は、平成２７年度の助成金について適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成

金交付要綱の規定は、平成２８年度から平成３０年度までの助成金について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成

金交付要綱の規定は、平成２９年度から平成３１年度までの助成金について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成



金交付要綱の規定は、平成３０年度の助成金について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成

金交付要綱の規定は、平成３１年度の助成金について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行し、改正後の福岡県快適な住まいづくり推進助成金

交付要綱の規定は、令和２年度の助成金について適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年１２月２３日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和３年２月２２日から施行し、改正後のふくおか県産材家づくり推進助成金

交付要綱の規定は、令和５年度までの助成金について適用する。 

 

 

  



別表（助成対象経費及び助成金額） 

助成区分 助成基準 助成金額 

基本助成 次の基準を全て満たす新築木造住宅である

こと。 

・長期優良住宅の認定※１を受けていること。 

・在来軸組工法であること。 

・延べ床面積を、７５㎡以上かつ誘導居住面

積水準※２以上とすること。 

・県内加工材を７０％以上かつ県産木材※３を

５㎥以上使用すること。 

・高齢者配慮等級３※４を確保していること。 

・耐震等級３※５を確保していること。 

助成対象経費は、助成基準を

満たす住宅の建設又は購入

に要する費用とし、助成金額

は、３０万円／戸以内とす

る。 

 

 

追加助成 基本助成の助成基準を満たす住宅で、次のい

ずれかに該当するものであること。 

（１）県産木材振興タイプ 

    県産木材１０㎥以上使用し、かつ、

内装の木質化（見附面積１２㎡以上）

を１室以上行うこと。 

（２）環境配慮タイプ 

省エネルギー設備として住宅全体に

熱交換型換気システムを設置し、又は

創エネルギー設備として太陽光３ｋｗ

以上若しくはエネファーム０．４ｋｗ

以上を設置すること。 

（３）新しい生活様式タイプ 

インターネットの利用が可能な環境を

整備したリモートワーク専用のスペース

（３㎡以上）及び玄関付近の手洗い場を

備えること。 

助成対象経費は、助成基準を

満たすための工事に要する

費用とし、助成金額は、（１）

については助成対象経費の

２分の１、（２）については

助成対象経費の４分の１、

（３）については助成対象経

費の３分の１とし、２０万円

以内（２タイプ以上の申請を

する場合は３０万円以内）と

する。 

 

 

※１ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条１項の規定に基づく認定 

※２ 住生活基本計画（全国計画）別紙３で定められた誘導居住面積水準のうち、一般型誘

導居住面積水準による 

※３ 福岡県産木材供給体制推進協議会の県産木材認証事業体又は福岡県産木材供給連絡

協議会が発行する証明があるもの 

※４ 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく評価方法基準９－１高齢者等配慮対

策等級（専用部分）及び９－２高齢者等配慮対策等級（共用部分）に定める等級３ 

※５ 住宅の品質確保の促進等に関する法律第３条１項の規定に基づき定められた日本住

宅性能表示基準別表１に定める耐震等級３ 


